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「不良な子孫の出生防止」を目的に掲げた優生保護法
（１９４８年制定）のもとで、遺伝性疾患とされた人や障
害のある人々に対して、本人の意思に基づかない不妊
手術が行われた。

差別を根底に、

障害者のリプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に
関する健康／権利）を暴力的に奪い、
人としての尊厳を否定する行為であった。
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優生保護法のもとでの強制的な不妊手術

優生保護法 第１条 〈法律の目的〉

優生上の見地から不良な子孫の出生を防止するとともに、
母性の生命健康を保護することを目的とする。



1940 国民優生法成立
←ドイツの「遺伝病子孫予防法（ナチス断種法）」を手本に

➢目的：悪質なる遺伝性疾患の素質を有する者の増加
を防遏すると共に、健全なる素質を有する者の増加を
図り以て国民素質の向上を期すこと

➢不妊手術総件数（1941～48） 538件と少ない（遺伝性精神病
380件）

➢第6条 「公益上」の必要による強制断種・・・凍結

➢従来医師の裁量に任されていた医学的理由による中絶も監視

➠強制不妊手術は実施されず、
むしろ「中絶禁止法」として機能

4

優生手術の歴史的経緯ー国民優生法のもとで



優生手術の歴史的経緯ー優生保護法成立

 1948 優生保護法成立
〈国民優生法よりも、「優生」に関する規定強化〉

➢目的：不良な子孫の出生防止と母性の生命健康の保護

➢中絶を条件付きで合法化

➢ 「癩疾患」（ハンセン病）への任意の不妊手術、中絶を認める

遺伝性疾患を対象とした強制不妊手術を認める（第４条）

中絶の規制緩和と並行して、「逆淘汰」を防ぐためとして、優生
政策のさらなる強化

➢ 1949 中絶の適応に「経済的理由」導入

➢ 1952 中絶の審査制度を廃止、産児調節の制度化
同時に、遺伝性以外の精神病や知的障害も、保護義務者の同意を
条件に、強制不妊手術の対象へ（第１２条新設）

〈敗戦後の「民族復興のための優生政策」〉
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 「人口資質向上対策に関する決議」（1962年7月）
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優生手術の歴史的経緯ー1960年代～70年代初期

人口構成において、欠陥者の比率を減らし、優秀者の比率を増すよう
に配慮することは、国民の総合的能力向上のための基本的要請であ
る （厚生省人口問題審議会 1962）

福祉コスト削減のための「障害児発生防止施策」

施設を含めた養護対策のためには、莫大な費用を必要とする。経費
の節減と国民福祉の点からも、今後は心身障害児の発生防止に努め
ることこそ、最も重要な抜本対策

（「母子保健綜合対策の確立に関する意見書」 母子保健対策懇話会 1968年5月）

 「不幸な子どもの生まれない運動」
兵庫県（1966年～）➠全国で、行政主体の障害児出生防止キャンペーン

➠強制不妊手術の実施、 羊水診断導入（1968年～）

〈経済成長のための優生政策〉



優生保護法のもとでの強制的な不妊手術
～三つの類型

1. 本人の同意を要さない不妊手術
第4条 遺伝性疾患を対象に、「公益上必要」な場合に、医師の

申請にもとづき優生保護審査会の決定によって実施

第12条 遺伝性でない精神病や知的障害のある人を対象に、
保護義務者の同意と優生保護審査会の決定によって実施

2. 「本人の同意にもとづく」とされたものの、実質的には強制
的な状況下で実施された不妊手術
第3条 遺伝性疾患やハンセン病の場合、本人と配偶者の同意
により実施

3. 法が認める範囲を超えた本人の意思によらない不妊手術
➢ 法が認める方法（精管・卵管の結紮、レントゲン照射の禁止）を逸脱した、

子宮・卵巣・睾丸の摘出や卵巣への放射線照射

➢ 法が認めていない理由による不妊手術
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第４条、第１２条による不妊手術の「強制」（１）

「（４条、１２条による不妊手術は）本人の意見に
反してもこれを行うことができるものであること
と。・・・強制の方法は・・・真にやむをえない限度
において身体の拘束、麻酔薬施用又は欺罔等の
手段を用いることも許される場合があると解しても
差し支えない。」

（「優生保護法の施行について」1953年厚生省事務次官通知、
最終改正1990年3月20日厚生省発健医第55号）
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第４条、第１２条による不妊手術の「強制」（２）

 1949年9月 厚生省公衆衛生局➠法務府
身体拘束、麻酔薬施用、欺罔等の手段により事実上拒否不能の状態を作
ることが許されるか？

法務府 回答：認める （法制意見第一局長回答 1949.10.11.）

➢不妊手術の強制は基本的人権の制限を伴うが、法自体
に「不良な子孫の出生防止」という公益上の目的があり、
医師が「公益上必要」と判断して申請するのだから、決し
て憲法の精神に背かない。

➢都道府県優生保護審査会の決定、
異議があれば国の審査会に再申請、さらに提訴もできる

➠「手続きは極めて慎重であり、人権の保障について
十分配慮している」として強制を正当化

9
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精神疾患/知的障害（12条）

本人の同意を要さない不妊手術の推移

第4条 第12条 計（人）

女性 9,711 1,601 11,312

男性 4,855 308 5,163

計（人） 14,566 1,909 16,475

『衛生年報』（1949～59）、『優生保護統計報告』（1960～95）『母体保護統計報告』（1996）より



本人の同意を要さない不妊手術の都道府県別件数
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本人の同意を要さない不妊手術（第4条＋第12条）の都道府県別推移
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飯塚淳子さん（仮名）の場合

１９４６年宮城県生まれ。７人兄弟の長女。家庭は貧困、生活

保護世帯。父親は病弱で、母親が行商の仕事をして家計を支
えた。手伝いのため、学校を休むことも多かった。

１９６０年４月 中学３年生の時、民生（児童）委員からの通告
をきっかけに、軽度知的障害児施設「小松島学園」に入所

１９６１年 中学卒業後、職親に委託。住み込みで、お手伝い

１９６２年１２月 社会福祉事務所から宮城県精神薄弱者更生
相談所に判定依頼。

１９６３年１月（１６歳） 更生相談所で「精神薄弱者、優生手術
の必要を認められる」との判定を受ける。その後、宮城県中
央優生保護相談所附属診療所にて、優生手術を受ける。

２０１５年６月 日本弁護士連合会へ人権救済の申し立て

２０１８年５月 国に謝罪と損害賠償を求めて提訴
13



 1957年宮城県生まれ。1歳の時、口蓋裂の手術で使用した麻酔
が原因で、知的障害となる。

 1972年12月、15才（中学3年生）の時に、「遺伝性精神薄弱」の
診断名によって、強制不妊手術を実施された。
手術は地元の公立病院で行われ、9日間入院。

手術の後遺症で、日常的に腹痛に悩まされた。
手術による組織の癒着が起因となり、30代で右卵巣の摘出を
余儀なくされた。

14

佐藤由美さん（仮名）の場合

 2017年7月、宮城県に自己情報の開示請
求 ➠「優生手術台帳」に記載あり

 2018年1月30日、子どもを産み育てること

を選ぶ基本的人権を奪われたとして、仙
台地裁に提訴



１９４３年、宮城県生まれ。生後すぐ母親は死亡。３才の時に父
親が復員し、再婚。孤独感から、ケンカに明け暮れるようにな
り、教護院（児童自立支援施設）に入所。

１９５７年、１４才の時に、愛宕病院（後の宮城県中央優生保護
相談所附属診療所）に連れていかれ、手術を受けさせられた。
１か月後、先輩の話で、それが不妊手術だと知った。

１９７２年、２８才で結婚。周囲から「なぜ、子どもができないの
か」と言われ心が痛んだが、事実を打ち明けることはできず。

２０１３年に、妻が死亡。亡くなる数日前、病室で初めて不妊手
術について打ち明け、妻に謝罪した。

２０１８年１月、新聞で優生手術のことを知った。県に情報開示
請求をしたが、「文書保存期間が満了し、廃棄した」と通知。

２０１８年５月、東京地裁に提訴。
15

北三郎さん（仮名）の場合



本人の同意を要さない強制不妊手術の推移ー宮城県の場合
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宮城県における「愛の十万人運動」と強制不妊手術

 1956 県内唯一の精神薄弱児施設「亀亭園」焼失

 1957 「宮城県精神薄弱児福祉協会」設立
➠官民あげての「愛の十万人 県民運動」
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➢ 福祉協会のしごと
（1）県民のなかに精神薄弱児をしあわせにする考えを広める
（2）精神薄弱児のいろいろな施設を整備してやる
（3）特殊教育をもりあげる
（4）優生保護の思想をひろめ、県民の資質をたかめる
「遺伝性の精神薄弱児をふやさないという優生手術の徹底」
「（産児制限の普及により人口増加は抑制。だが）精薄の家
庭は全然減っていない。悪貨が良貨を駆している」
（『趣意書ーちえおくれの子をしあわせにするしごとのかんがえ』

宮城県精神薄弱児福祉協会発行）

 1960 寄付金により、知的障害児施設「小松島学園」を設立



 １９６２年６月 宮城県中央優生保護相談所附属診療所として開設
廃止：１９７２年１０月

開設者：宮城県知事 管轄：仙台市南保健所（当時）

診療科目：産婦人科・泌尿器科
（「優生保護法第4条と12条による手術のみ、一般外来は行わない」）

管理者：長瀬秀雄

スタッフ（開設当時）：医師１人、看護婦２人、助産婦１人

建物：木造モルタル厚型スレート平屋建て、病室：２室、７床

 １９６４年に手術室および準備室の改造工事（在来診療室を手術室及び
準備室に改造）

（「宮城県中央優生保護相談所附属診療所開設許可書」、「宮城県中央優生保護相談所手術室及び準備室改造工
事関係書類綴り）
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宮城県中央優生保護相談所附属診療所の概要（１）

 1950 宮城県が愛宕病院開設（性病科、皮膚泌尿器科、婦人科）

 1954 優生保護相談所を附設



附属診療所関係

入所人数 入院延日数

1962年度 76 630

1963年度 97 719

1964年度 95 747

1965年度 100 835

19

宮城県中央優生保護相談所附属診療所の概要（２）

『昭和40年衛生統計年報』（宮城県衛生部編集、1967年発行）



宮城県の場合ーー1960年代

長瀬秀雄医師（中央優生保護相談所長／附属診療所長）の
第9回家族計画普及全国大会（1964.11.5～6）での発言

「宮城県における家族計画普及事業は、特に人口資質の向上
の問題についても取り組んでおります。その対策として・・・、人
口資質の劣悪化を防ぐため精薄者を主な対象とした優生手術
を強力に進めております・・・
この実践機関として、昭和37年5月、県立中央優生保護相談
所同附属診療所が設置され、保健所併設の優生保護相談
所、福祉事務所、市町村、地区組織と提携して事業を進めて
おります」
（長瀬秀雄、1964、「宮城県における家族計画事業」『第9回家族計画普及全国大会資料』）

20当時、知的障害者を対象とした優生手術が、地域ぐるみで
精力的に行われていた



優生保護審査会の実際ー神奈川県の場合

 「昭和37年度（1962）神奈川県優生保護審査会関係綴」から

➢37年度は、審査会を1年間に6回（2ヶ月毎）開催

➢審査会の構成
委員長：神奈川県副知事
委員：県衛生部長、

横浜地方裁判所判事、検察庁次席検事、弁護士
横浜医科大学神経科教授、県医師会会長、
精神科医、産婦人科医、県立病院院長
民生委員 （民生委員以外、全て男性）

➢審査に用いられた書類
「優生手術申請書」
「健康診断書」「遺伝調査書」（4条の場合のみ）、「検診録」
全例に、親や夫等による「同意書」
詳細な「家系図」 21



22

強制不妊手術の実態ー神奈川県の場合（１）

4条による申請 12条による申請

男 女 男 女

申
請
理
由
の
病
名 （
人
）

（
人
数
）

精神分裂病（1） 精神分裂病（6）
精神薄弱（1）
精神薄弱兼

精神分裂病（1）
てんかん性

精神病（1）
躁病（1）

精神分裂病（1）
精神薄弱（2）

精神分裂病（7）
精神薄弱（11）
精神薄弱兼

精神分裂症（1）
精神薄弱兼

てんかん（4）
躁うつ病（1）

計 1人 10人 3人 24人

昭和37年度（1962年4月～63年3月）優生保護審査会の審査結果
（『昭和37年度神奈川県優生保護審査会関係綴』より）



『昭和38年度経費支出書』の「優生手術負担金申請書」「優生手術費明細書」より

➢34件（4条は9件、12条は25件）の優生手術を実施。
その内、29例は女性
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強制不妊手術の実態ー神奈川県の場合（２）

➢ 入院期間 （女性の場合） 平均 12.4日間
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3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

人
数
（
人
）

入院日数（日）
➢不妊手術に伴う合併症など
✓ 手術中の血圧低下（1例）、手術後の持続的な発熱（2例）
✓ 手術前後の感情不安定➠薬物投与し鎮静化、21日間／29日間入院

➠強制不妊手術による心身への大きな侵襲



 １０代（中学生？）の女性。「精神薄弱」を理由に、１２条で申請。

➢○○園（知的障害児施設）に入園中。

➢ 「結婚しても育児することは不可能。若干異性に関心があるよう
なので、将来社会に出て心配」（調査報告より）

 １０代の女性。「精神薄弱」を理由に、１２条で申請。

➢就学は１年猶予。○○園に入園中。

➢ 「メンスの始末は勿論、大小便の始末も完全にできない。初潮は
１３才秋から順調である」（検診録より）

 １０代の女性。「精神薄弱兼てんかん」を理由に、１２条で申請

➢１年遅れで就学。○○園に入園中。

➢ 「日常生活が自立して行えない。面識のない人にもまといつき、
相手の言いなりになってしまう」（申請理由より）

➠いずれも、「優生手術の実施は適」
24

強制不妊手術の実態ー神奈川県の場合（３）



 1981年3月～1982年3月の間に、4回の優生保護審査会
『優生保護審査会議事』（昭和55年度・56年度）より

25

優生保護審査会の実際ー福岡県の場合

実質的な審議なく、全て「持ち回り」（書面審査）
「審査委員の日程の都合等により、審査会を早急に開催するこ
とができず、速やかに手術が必要なことから、優生手術の適否
の審査について別紙優生保護審査書により御審査の上、下記
あて御回送下さるようお願いします。

送付先：福岡県衛生部予防課」

➠6人について、すべて優生手術実施は「適」

➢ 優生保護法施行令11条
「審査会は、委員の総数の2分の1以上の出席がなければ、議事を開き
議決することができない」

➢ 1953年事務次官通知

「審査会は・・・書類の持ち回りによって行うことは適当でない」



 1971年2月2日 「先天性精神薄弱」の女性、第4条で申請

 2月21日 書面審査により、優生手術「適」
2月26日 「優生手術の実施について（通知）」
本人や保護者に「3月20日までに手術を行なうように」
草津保健所長に「手術が期限内に必ず完了するよう指導を」

 6月30日 「回議書」

「保護義務者の無知と盲愛のため、関係者（草津保健所、栗東町）
の説得にも拘らず拒絶し続けていましたが、関係者の努力により漸
く農繁期が終れば受ける事の約束を取り付けました。しかし、最近
では、またしても言を左右にして、拒否し、やっと10月頃にしてほし

いと申立てていますが、・・・保護義務者のいうままにしていても時間
を途過するだけですので、次案により手術を受けるよう再度通知す
ることにしてよろしいか。」

再度の「優生手術の実施について（通知）」
保護者・草津保健所長・栗東町長あて 「7月31日までに手術」

26

優生保護審査会の実際ー滋賀県の場合



 1996 優生保護法が母体保護法に改定。遺伝性疾患・精神病を理
由とした不妊手術や中絶を認める条項を削除。

 1997 スウェーデンなど北欧で、強制不妊手術が行われていたこと
が問題となる。
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優生手術からの人権回復をめざして（１）

 1997 「優生手術に対する謝罪を求める
会」結成。

強制不妊手術の実態解明と被害者に
対する謝罪と補償を求める要望書を、
厚生省に提出。

厚生省は、「優生手術は、優生保護法
のもとで厳正な手続きで行われたもの
で合法であった。補償は考えていな
い。」との姿勢。

朝日新聞 1997.9.17.



 1998 ＤＰＩ日本会議、国連人権（自由権）規約委員会に対し

て、女性障害者に対する強制不妊手術の問題を盛り込んだ
カウンターレポートを提出。

委員会、日本政府に対して、強制不妊手術の対象となった
人達の補償を受ける権利を法律で規定するよう勧告。
2008，2014 委員会、総括所見で1998年勧告を実施すべき。

 2016.3月 国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）は日本政府

に対して、優生保護法による強制不妊手術についての調査、
加害者の訴追と処罰、被害者の法的救済と補償を行うよう
勧告。

 2016.4月～ 厚労省、被害実態の聞き取り（被害者と「求め

る会」の面談）を開始。だが、「当時は合法。調査も補償もし
ない」との見解は同じ。
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優生手術からの人権回復をめざして（２）



2017.2月 飯塚さんの人権救済申し立て（2015年6月）を
受けて、日弁連が意見書を公表

2018.1月 「旧優生保護法は違憲」だとして、国を提訴

➢優生思想に基づく不妊手術の強要は、被害者の自己決
定権と「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関す
る健康／権利）」を侵害

➢障害や疾患を有していることを理由に「不良」とみなし、優
生手術の対象とするのは、平等原則に違反

➢重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害の救済を
怠ってきた国の責任を問う

 2018.3月 超党派の国会議員連盟、与党の作業チーム発
足。厚労省が、実態調査開始

 2018.5月、6月、9月 相次いで提訴（全国6地裁）
29

優生手術からの人権回復をめざして（３）



障害や病を理由に、「公益上必要」として不妊手
術を強要した優生保護法は、基本的人権を踏
みにじるものであった。

優生手術に関する資料が少しずつ開示され、優
生手術がはらむ差別のすさまじい実態に加え
て、ずさんな運用による二重の人権侵害も明ら
かになってきた。

障害を理由に子どもを産む選択を奪われ、生涯
にわたって身体的・精神的な後遺症に苦しんで
いる人たちの実態を早急に明らかにしなければ
ならない。
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まとめ（１）



同時に、再び過ちを繰り返さないためにも、行
政と福祉・医療・教育が一体となって強制不妊
手術を推し進めてきたしくみの全容を明らかに
する必要がある。

それは、今も連綿と続く、病や障害を理由に不
妊手術や中絶を強いた考え方や社会のありよ
うを問うことでもある。

強制不妊手術を正当化した考え方は、現在、
急速に進行する出生前診断等の“いのちを選
別する技術”の開発・普及に直接つながってい
るのではないか。
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まとめ（２）


